
19．定款委員会

委員長　渡　邊　　昌　彦

　理事会からの諮問を受け，定款施行細則および施行規定変更案，ならびに委員会内規の新設案（32～33
頁）を作成し答申したところ，決議された．そこで，社員総会にも上程するので，決議をお願いしたい．

20．財務委員会

委員長　澤　　　　芳　樹

1．平成 30 年度予算を作成するに当たり，謝金額を以下の通り見直すこととした．
○卒後/生涯教育セミナーの司会：3 万円→ 1 万円（会員）
○ビデオライブラリー作成費（標準手術シリーズ）：20 万円→ 10 万円
○ビデオライブラリー作成費（最新手術シリーズ）：10 万円→ 5 万円
○邦文誌の執筆料：一律で会員は無料，非会員は 3 万円
○臨床研究セミナーの挨拶・司会・コメンテーター・特別発言：3 万円→ 1 万円（会員）
○研究奨励賞：50 万円→ 20 万円

見直しを行った上で理事会に答申したところ，答申どおりに決議されたので，平成 30 年 2 月 1 日から
その予算に沿って業務を執行している（資料別添）．
なお，本学会のシステム委託会社の見直しを開始し，邦文誌・英文誌の経費削減に努めるなど，当年度
よりも支出の抑制に成功しているが，本学会の財政が厳しい状況は続いているため，抜本的な費用削減
策に取り組むと共に，何らかの収益事業を検討することが喫緊の課題である旨を改めて確認した．

2．‌�平成 29 年度財務諸表を作成し，独立監査人である新日本有限責任監査法人と本会監事の監査を経て理
事会に答申したところ，答申どおりに決議されたので，定時社員総会に上程する（資料別添）．

3．‌�平成 29 年度公益目的支出計画実施報告書を作成し，理事会に答申したところ，答申どおりに決議され
た．

21．情報・広報委員会

委員長　田　口　　智　章

1．会員向けオンラインサービスについて
　現在，会員向けオンラインサービスの登録者数は全会員 39,945 名のうち約 33,200 名である．
　会員情報検索・修正システム，外科専門医システム，学術集会参加履歴登録システム，各種申請システ
ムなどを運用・管理している．
　本年度も引き続き新専門医制度対応のためシステムの構築を行い，次年度以降も随時対応する予定であ
る．
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2．会員向けオンラインサービスの見直しについて
　システムの開発費，保守費，さらに 5 年毎の更改費が高額であるとの指摘を受け，委託業者の見直しに
着手している．
　見直しにあたっては専門家によるアドバイスが不可欠なので，アドバイザリーボードを設定することと
し，黒田知宏教授（京都大学医療情報部），赤澤宏平教授（新潟大学医療情報部），中島直樹教授（九州大
学メディカル・インフォメーションセンター）に就任いただいた．
　アドバイザリーボードから，専門医制度に関するシステムは本会独自で設計・構築したもので，他に代
替がなく，現時点で業者を変更することには大きなリスクが伴うと想定されるが，それ以外の会員管理や
演題登録などのシステムは，どの学会でも使用している汎用性の高い内容で，いくらでも切替が可能なの
で，まずは専門医制度以外のシステムの業者見直しを行ってはどうか，また，業者選考にあたっては，政
府調達における競争入札の進め方に順ずることが望ましい旨が助言されたので，この助言を本会の方針と
して，平成 30 年度末を目途に，まずは会員管理システムから委託会社の見直しを進めることとした．
　また，企業への資料提供招請依頼書の作成や，実務面をサポートしてもらうために専門業者とのコンサ
ルティング契約が必要との指導もあったので，後の競合入札には参加しないことを条件として，フュー
チャー・アイ社とで契約を締結した．なお，企業への資料提供招請は 5 月頃までには行う予定である．

3．ハードウェア機器の保守契約について
　ハードウェア機器が 5 年毎の更改の時期であったが，システム委託会社の見直しを控えているので，更
改自体は見送り，現在の NTT レゾナント社と使用中のハードウェア機器に関する保守契約を 1 年間更新
することとした．

4．指定難病制度の普及・啓発について
　理事会決議事項に従い，本学会に関連する指定難病の各疾患別研究班のホームページのリンク集

（http://www.jssoc.or.jp/other/info/nanbyou2017.html）を作成した．

5．周知依頼の件
　小野薬品工業社から「オプジーボ点滴静注20mg・100mg適正使用のお願い」の周知が依頼されたので，
ホームページに掲載した（http://www.jssoc.or.jp/other/info/info20171130.html）．

22．NCD 連絡委員会

委員長　森　　　　正　樹

1）‌�従来どおり NCD の事業に参画すると共に，NCD 設立時などに供出した基金（出資金）が返還可能と
なるように，NCD に定款を変更するように申し入れた．

2）‌�NCD の更なる発展に寄与するため，積極的に NCD に研究案件を持ち込むように検討することとした．
これに伴い，日本消化器外科学会の「消化器外科データベース関連学会協議会」にも参加することとし
た．なお，日本ヘルニア学会から鼠径ヘルニア手術項目の構築について要望を受けていたが，「消化器
外科データベース関連学会協議会」で対応してもらうこととした．

3）‌�平成 30 年 1 月 1 日付で NCD 術式の改定が行われたので，従来どおり専門医制度委員会に「外科専門
医修練カリキュラム」との紐付け作業を依頼した．
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1）一般社団法人　National Clinical Database（NCD）

代表理事　岩　中　　　　督

　National Clinical Database（以下 NCD）は，2010 年に設立され，2011 年 1 月の症例から登録を開始し，
事業を開始して 7 年が経過した．2015 年度より，登録を行っている施設会員から会費の支払いをお願いし
ている．2018 年度からは，未納期間が合計 2 年間（連続・不連続問わず）の施設は，「NCD 施設会員資格」
を喪失し，外科専門医制度において基幹施設又は連携施設になれないほか，個人医師による専門医申請の
際に当該施設で実施された全症例（2011 年～現在まで）のデータが利用することができなくなる．
　外科学会関連で登録された症例数は，2011 年 1,172,576 件，2012 年 1,278,994 件，2013 年 1,567,165 件，
2014 年 1,626,645 件，2015 年 1,717,816 件，2016 年 1,784,259 件，合計 9,147,455 件であった．2017 年分の
データ登録を 2018 年 4 月 11 日で締め切る予定である．2018 年 3 月 1 日時点で過去に完了承認済みを 1 件
以上登録した施設診療科数は，4,527 施設・7,849 診療科であり，総ユーザー数は 38,131 人であった．
　2017 年度事業報告（案）及び公的研究費一覧，データ利用研究一覧，2018 年度事業計画については，次
頁以降を参照のこと．
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成果物一覧
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